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 （続紙 ２ ）                          
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文の学術的貢献は次のとおりである。 
まず、日本における固定資産の減損会計の意義に関する分析については、証券投
資における意思決定支援機能に着目したものが多い。そのような中で、本論文は、
財務会計のもう一つの重要な役割である契約支援機能の観点から「減損会計基準」
の意義や限界について検討を行っている。財務会計の中心的な役割が投資意思決定
支援機能と考えられている今日においても、財務会計が実際に企業とそれを取り巻
く利害関係者との間の契約関係に影響を与えているという現状を踏まえれば、本論
文における検討は、日本における固定資産の減損会計の機能を明らかにする上で重
要な学術的価値を有しているといえる。 
 また、本論文では固定資産の減損損失の計上が企業経営に対するモニタリングに
おいてどのような役割を果たしているかを、日本における経営者交代に着目した実
証分析および巨額の減損損失を計上した会社の事例分析を通じて考察している。本
論文は、減損会計情報が企業経営に対するモニタリング・メカニズムの中でどのよ
うに機能しているかを析出しており、学術的貢献は大きい。近年、諸外国において
も減損会計情報の契約支援機能に関する研究が進められており（例えば、経営者報
酬との関係について）、本論文の研究は日本における固定資産の減損会計の機能を
明らかにする上で貢献は大きい。 
 さらに、本論文では、「複数期にわたる連続した減損損失の計上が経営者による
利益平準化行動（機会主義的利益マネジメント行動）を反映している可能性があ
る」とする先行研究の主張とは整合的ではない証拠を示すことによって、連続した
減損損失の計上が利益の平準化ではなく企業経営の実態を反映している可能性があ
ることを指摘している。経営者による利益マネジメント行動としての減損処理とい
う点は、会計数値にもたらされる歪み、およびそれによって生じる財務会計の機能
不全という観点から重要である。その意味で、先行研究と異なる見解を提示してい
る本論文の分析結果は興味深いものとなっている。 
 最後に、固定資産の減損会計に関する国内外の膨大な文献を渉猟・熟読し、論点
・研究方法別に整理している点も本研究領域における大きな貢献である。先行研究
の調査は包括的かつ網羅的であり、本論文の位置づけと問題の所在を明らかにする
だけでなく、今後この領域で研究を行う研究者に対して有用な情報を提供してい
る。 
 しかしながら、本論文には、次のような課題も残されている。 
まず、個々の問題に深く沈潜するあまり、それらを俯瞰する視点が若干弱い。例
えば、本論文において重要な概念として取り上げられている「保守主義」概念は、
操作的にのみ定義されており、理論上・制度上と実証研究上の定義のズレに触れて
いない。本論文の問題提起は、理論・制度上の問題点の指摘に結びついているの
で、そのズレを明確にした上で検証を行う方が限界も明らかになり、論点も明確に
なったと思われる。 
 また、実証分析に関していくつかのテクニカルな課題が残されている。例えば、
変数の作成方法とコントロールサンプルの選択方法など改善すべき点がある。これ
らの点を改善すれば、より精緻な実証分析が可能となり、本論文の価値を一層高め
ることができると思われる。 
ただし、これらの課題は、将来に向けた研究の発展方向性を示唆したものであっ
て、いずれも本論文の学術的価値を損なうものではない。よって、本論文は、博士
（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。 
なお、平成29年4月7日に論文内容とそれに関連した口頭試問を行った結果、合格
と認めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
